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株主各位

証 券 コ ー ド　　8181
2 0 2 3  年  ５  月  ９  日

株 主 各 位
東京都台東区池之端１丁目４番１号

株式会社 東 　天 　紅
代表取締役社長 小 泉 和 久

当社ウェブサイト　https://www.totenko.co.jp

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第67回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第67回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご通知申しあげます。
本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情

報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インタ
ーネット上の当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサイトに掲
載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認
くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ」⇒
「株主総会資料」を順に選択いただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取
引所（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご
確認ください。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「東天紅」又は「コー
ド」に当社証券コード「8181」を入力・検索し「基本情報」「縦覧書
類/ＰＲ情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集
通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、本招集通知と
あわせてお送りする議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、
2023年５月24日午後６時までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2023年５月25日（木曜日）午前10時
２．場 所 東京都台東区池之端１丁目４番１号

東天紅上野店　３階　鳳凰の間
３．会議の目的事項

報 告 事 項 第67期（2022年３月１日から2023年２月28日まで）
事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 資本金の額の減少の件
第２号議案 取締役４名選任の件
第３号議案 補欠監査役１名選任の件

記

以　上

◎お願い　　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、電子提供措置事項に修正が生じた場合は当社ウェブサイト及
び東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲
載いたします。

◎会社法改正により、電子提供措置事項について各ウェブサイトにアクセスのう
え、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた
株主様に限り、書面でお送りすることとなりましたが、本総会においては、書
面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお
送りいたします。
　なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定
款第15条第２項の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
　①計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
　したがいまして、当該書面に記載している計算書類は、会計監査人が会計報
告を、監査役が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であり
ます。

◎新型コロナウイルス感染再拡大防止の観点から、株主総会にご出席される株主
様は、株主総会開催日現在の感染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、感染
予防対策にご配慮いただき、ご来場くださいますようお願い申しあげます。ま
た、株主総会会場において、感染予防のための措置を講じる場合がありますの
でご協力の程お願い申しあげます。

◎株主総会にご出席の株主様へのお土産のご用意はございません。
何卒ご理解くださいますようお願い申しあげます。
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新型コロナウイルス感染防止対策へのご協力のお願い

新型コロナウイルス感染の再拡大防止の観点から、当日のご出席に代えて、

可能な限り議決権行使書の郵送による事前の議決権行使にご協力をお願いい

たします。

新型コロナウイルス感染再拡大防止対策へのご協力のお願い

　2023年５月25日（木）開催予定の当社第67回定時株主総会に際して、新型コロ

ナウイルスの感染再拡大防止に向けた当社の対応について、以下のとおりご案内

させていただきます。

　株主の皆様のご理解とご協力をお願い申しあげます。

１．株主の皆様へのお願い

・本総会へのご出席を検討されている株主様は、体温の測定等当日の健康状態

に十分ご留意いただき、くれぐれもご無理をなさらないようお願いいたしま

す。

・ご来場の株主様で発熱されている方、体調不良と見受けられる方には、本会

場への入場をお控えいただく場合がございますので、当日のご自身の体温、

体調をお確かめのうえ、ご出席をご判断ください。

・開催時間短縮のため、事業報告の詳細な説明の省略など、例年よりも議事進

行を簡潔に進めることを予定しております。株主様におかれましては事前に

ウェブサイトもしくは招集ご通知にお目通しいただきますようお願い申しあ

げます。

２．本株主総会における当社の対応及び来場される株主様へのお願い

・役員及び運営スタッフにつきましては、検温を含めて体調を確認したうえで

対応させていただきます。また、マスクを着用させていただきます。

・株主控室でのお飲み物の提供を取り止めさせていただきます。

・受付前にアルコール消毒液を用意させていただきます。

・会場等において、アルコール消毒液の噴霧などの措置を講じる場合がありま

すので、ご協力の程お願い申しあげます。

・社会的距離確保のため、会場の座席数を減らし、座席間の距離を確保してお

ります。そのため、座席数に限りがあり、満席の場合には入場をご遠慮いた

だく場合がございますので、予めご了承ください。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事　業　報　告

(2022年３月１日から)2023年２月28日まで

（添付書類）

１．会社の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る厳しい状況が徐々に緩和され、回復の兆しがみられたものの、新たな変異

株による感染再拡大の懸念やロシアのウクライナ侵攻の影響による資源価格

や物価上昇、為替相場の急激な変動等により、引続き景気の先行きは不透明

な状況が続いております。

　当社では、当初より新型コロナウイルス感染拡大の防止とお客様並びに従

業員の安全・安心を第一に考え、マスクの着用、こまめな手洗い、アルコー

ル消毒、検温、健康チェックを毎日実施し、今後も継続して安心・安全なス

ペースをご提供することに注力すると共に、企業使命である「豊かな食事文

化をお客様に提供する」為に「美味しいお料理」「心のこもったおもてな

し」「快適な設備・雰囲気」「食事を楽しむための知識・情報の提供」を社

内に再徹底し、業績の回復に邁進してまいりました。

　営業面では、行動制限の緩和や人々のコロナウイルスに対する意識の変化

によりグリル及び中小宴会を中心に個人需要が回復傾向にあることからネッ

ト媒体でのプランの更なる充実を図っております。

　しかし宴会では大型宴会といわれる団体予約は未だに伸びず、依然として

コロナ前に戻る見通しが立たない状況であります。

　そのような状況下で既存顧客へのアプローチとネットの活用により新規の

中小宴会をしっかりと獲得し大型宴会に頼らない収益構造への転換が 重要

課題と捉えて営業活動に邁進しております。

　そして、ご家庭でプロの料理が味わえる「おうちで東天紅」も宴会の代替

え品としての販売より２年が経過し、お客様の声の反映、販路拡大、季節ご

とのメニューの開発等を通じて着実に成長を遂げております。

　また新たな売上の創造の為、空間ビジネスであるジャズ演奏を取り入れた

ディナーコンサートを上野本店にて実施するなど様々な販売チャネルの拡大

の可能性を探っております。

　一方、2022年10月に「大阪天満橋ＯＭＭ店」、同年12月に名古屋市中村区

の「名古屋国際センタービル店」をそれぞれ閉鎖致しました。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 売 上 構 成 比 前年同期比

飲 食 業 3,521百万円 95.1％ 194.0％

賃 貸 業 182 4.9 100.4

合 計 3,704 100.0 185.5

　管理面においては、人件費を中心とした経費全般のコントロールを厳しく

行うと共に、各店舗においては営業日・営業時間の見直しを図り、固定費の

圧縮及び変動化、経費削減に取り組んでまいりました。

　結果として、当期の売上高は引続き新型コロナウイルスの影響を大きく受

け、前年同期比85.5％増の37億452万円、営業損失は６億684万円（前年同期

は営業損失10億4,723万円）、経常損失は４億6,755万円（前年同期は経常損

失２億200万円）、当期純損失は８億2,839万円（前年同期は当期純損失９億

4,693万円）となりました。

　セグメント別売上高は次のとおりであります。

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(2) 設備投資の状況

　当事業年度において実施いたしました設備投資総額は141万円でありま

す。

(3) 資金調達の状況

　当事業年度の資金調達におきましては、今般の新型コロナウイルスの感染

拡大及びその長期化に備え、財務基盤のより一層の安定化を図ることを目的

として、2020年６月に30億円の当座貸越枠の設定及びその後の契約更新によ

り、合計で当座貸越の未実行残高26億円と当面の資金を確保しております。
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対処すべき課題

(4) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、新型コロナウイルス感染症に対するマスク

着用の義務緩和等もあり、経済回復の動きがみられるものの資源価格や物価

の上昇、また外食産業の課題である慢性的な人手不足の問題も加わり予断を

許さない状況が続いております。

　上記の様な課題に対応する為、当社では全てのものをゼロベースにて見直

しを図り、あらゆるコストの圧縮、本部組織のスリム化、将来を見据えた人

材育成等を重点課題とし競争力の強化に努めております。

　営業面ではまずウェブサイトの強化を図り、多くのお客様を集客し満足度

の向上の為に、料理・サービス・設備の見直しに注力してまいります。

　個々のお客様に合ったプランの作成、時期に応じた魅力的な訴求にてコロ

ナ前の既存顧客へのアプローチ及び新たなお客様を獲得することが急務と考

えております。

　当社の企業使命である「豊かな食事文化の創造と提供」のもと、「お客

様」に対して、安心・安全をしっかりと訴求しつつ営業活動に全力を尽くし

てまいります。

　一方、本年８月には「オペラシティ東天紅店」の閉鎖決定をするなど構造

改革を継続してまいります。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、主要な事業内容、主要な営業所、従業員の状況

区分
2019年度
第64期

2020年度
第65期

2021年度
第66期

2022年度
第67期(当期)

売 上 高 (百万円) 6,777 1,611 1,997 3,704

当期純損失（△） (百万円) △238 △1,938 △946 △828

１株当たり当期純損失（△） (円) △92.80 △754.61 △368.69 △322.54

総 資 産 (百万円) 12,714 12,180 11,218 10,759

純 資 産 (百万円) 10,008 8,073 7,124 6,321

(5) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

　該当事項はありません。

(7) 主要な事業内容（2023年２月28日現在）

　当社は中国料理を主体とする飲食店、結婚式場、宴会場等の経営及び食品

の加工、販売の業務を営んでおります。

店 舗 名 所 在 地 店 舗 名 所 在 地

秋田キャッスルホテル店 秋 田 市 深 川 店 東 京 都 江 東 区

Ｊ Ａ Ｃ Ｋ 大 宮 店 さいたま市大宮区 横浜桜木町ワシントンホテル店 横 浜 市 中 区

C H I B A  S K Y  W I N D O W S
東 天 紅

千 葉 市 中 央 区 Ｋ Ｉ Ｔ Ｔ Ｅ 名 古 屋 店 名古屋市中村区

第 一 ホ テ ル 両 国 店 東 京 都 墨 田 区 姫路・山陽百貨店東天紅 兵 庫 県 姫 路 市

上 野 店 東 京 都 台 東 区 LUCIS GARDEN　上野店 東 京 都 台 東 区

東京国際フォーラム店 東京都千代田区 LUCIS GARDEN　恵比寿 東 京 都 渋 谷 区

オ ペ ラ シ テ ィ 東 天 紅 東 京 都 新 宿 区

(8) 主要な営業所（2023年２月28日現在）

①　本　社　　東京都台東区池之端１丁目４番１号

②　営業所　　店舗名及び所在地は次のとおりであります。

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

197名 △47名 40.2歳 16.9年

(9) 従業員の状況（2023年２月28日現在）

（注）上記のほか、臨時従業員が月平均123名おります。
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主要な借入先、その他企業の現況に関する重要な事項

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,204百万円

朝 日 信 用 金 庫 600

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 200

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100

株 式 会 社 り そ な 銀 行 70

(10) 主要な借入先（2023年２月28日現在）

(11) その他企業の現況に関する重要な事項

（継続企業の前提に関する重要事象等）

　当社は、政府、自治体による緊急事態宣言等による店舗の営業休止及び営

業時間の短縮を含む新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、2021年

２月期から継続して、当事業年度においても2020年２月期以前に比べて売上

高が著しく減少しております。また当事業年度において、重要な営業損失が

計上されているほか、経常損失及び当期純損失並びにマイナスの営業キャッ

シュ・フローを計上しております。さらに、当事業年度の流動負債に計上し

ている借入金残高2,952百万円は手元流動資金727百万円に比して高い水準に

あることから、現時点においては継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる

ような事象又は状況が存在しております。

　しかしながら、当社の当事業年度末の現金及び預金の残高に加え、2020年

６月の3,000百万円の当座借越枠の設定及びその後の契約更新により、合計で

当座借越の末実行残高2,665百万円と当面の資金を確保しております。また、

取引先金融機関に対して継続的な資金支援を要請していることから、重要な

資金繰りの懸念はありません。従って、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないと判断しております。

　なお、当該事象又は状況の解消のため、コスト圧縮の対策を実行すると共

に、宴会等の自粛の代替案としてホームパーティーや大切な方への贈り物、

企業の忘新年会・歓送迎会・打上げ代わりのお食事など新しい生活様式でも

お届けできる商品としてご家庭で味わえる「おうちで東天紅」の販売も２年

が経過し、メニューの充実化に力を入れ、ＥＣ事業の販路拡大に取り組んで

おります。また、原油などのエネルギー資源や原材料価格の高騰を受け、

2022年９月よりメニューの見直しと価格改定を行い、原価率の改善に取り組

んでおります。

　さらに、ネット媒体対応の強化、空間ビジネス等様々なチャネルの拡大に

取り組んでおります。
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(1) 発行可能株式総数 4,000,000株
(2) 発行済株式の総数 2,572,871株
(3) 株主数 4,220名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

小 泉 グ ル ー プ 株 式 会 社 772千株 30.1％

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 127 5.0

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 117 4.6

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 78 3.0

九州アフリカ・ライオン・サファリ株式会社 63 2.5

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 58 2.3

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 51 2.0

明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 42 1.6

損 害 保 険 ジ ャ パ ン 株 式 会 社 39 1.5

有 限 会 社 高 瀬 本 社 37 1.5

２．会社の株式に関する事項（2023年２月28日現在）

(4) 大株主

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
２．持株比率は自己株式（4,544株）を控除して計算しております。

３．会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。

氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

小 泉 和 久 代表取締役社長

小泉グループ株式会社、株式会
社アブアブ赤札堂、株式会社ジ
ーエムシー、九州アフリカ・ラ
イオン・サファリ株式会社、塩
沢リネンサプライ株式会社　代
表取締役社長

藤 井 修 造 専務取締役

松 本 恵 司 取締役（上野店営業部長）

佐 藤 　 昇 取締役（管理部長）

石 原 　 徹 取締役 小泉グループ株式会社　相談役

北 村 吉 男 取締役

浅 沼 俊 之 常勤監査役

渡 邉 宣 昭 監査役 公認会計士

德尾野　信　成 監査役 税理士

４．会社役員に関する事項
(1) 取締役及び監査役の状況（2023年２月28日現在）

（注）１. 取締役石原徹氏及び北村吉男氏は、社外取締役であります。
２. 監査役渡邉宣昭氏及び德尾野信成氏は、社外監査役であります。
３. 監査役渡邉宣昭氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程

度の知見を有する者であります。
４. 監査役德尾野信成氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有する者であります。
５. 当社は石原徹氏、北村吉男氏及び德尾野信成氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
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取締役（６名） 39,837千円（うち社外２名　4,440千円）
監査役（３名） 6,219千円（うち社外２名　2,400千円）

役員として指定し、同取引所に届け出ております。
６. 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、当社の取締役及び監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定
する役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任
を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損
害について、保険会社より填補されることとされています。保険料は全額当社が負担
しております。なお、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生
じた損害は填補されない等の免責事由があります。

７. 責任限定契約の内容の概要
当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、当社定款及び会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める
最低責任限度額としております。

(2) 取締役及び監査役の報酬等の額
①　当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１. 取締役の報酬限度額は、1982年５月27日開催の第26回定時株主総会において、年額
120百万円以内とご承認いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役員
数は９名です。

２. 監査役の報酬限度額は、1982年５月27日開催の第26回定時株主総会において、年額20
百万円以内とご承認いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役員数は
２名です。

②　取締役の個人別の報酬等の内容についての決定方針
　当社の取締役の個人別の報酬額等については、その決定方針は取締役会
で決議することとし、各取締役の職責を踏まえた適正な水準とすることを
基本方針としております。
　当社の取締役の報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に
応じて、当社の業績、従業員給与の水準を考慮しながら、複数の取締役の
協議により原案を作成し、代表取締役が総合的に勘案して決定しておりま
す。
　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、代表取締役社長
がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、上
記決定方針に基づき、各取締役の基本報酬の額および各取締役の担当事業
の業績を踏まえた賞与の評価配分としております。

(3) 社外役員に関する事項
①　取締役　石原　徹
ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　石原徹氏は、小泉グループ株式会社の相談役であります。小泉グルー
プ株式会社は、当社の発行済株式総数（自己株式を除く。）の30.1％を
有する株主であります。

イ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度における主な活動状況といたしましては、当事業年度に開
催した取締役会12回全てに出席し、経営者としての豊富な経験と高い見
識に基づいて、発言を行っております。

②　取締役　北村　吉男
ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　該当事項はありません。
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イ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度における主な活動状況といたしましては、当事業年度に開
催した取締役会12回全てに出席し、豊富な経験と高い見識に基づいて、
取締役会での議論に参加しております。

③　監査役　渡邉　宣昭
ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　該当事項はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度における主な活動状況といたしましては、当事業年度に開
催した取締役会12回中11回、監査役会13回中12回に出席し、主に公認会
計士としての専門的見地からの発言を行っております。

④　監査役　德尾野　信成
ア．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
　該当事項はありません。

イ．当事業年度における主な活動状況
　当事業年度における主な活動状況といたしましては、当事業年度に開
催した取締役会12回全て、監査役会13回中12回に出席し、主に税理士と
しての専門的見地からの発言を行っております。
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①　当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 27,000千円

27,000千円

５．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

②　当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

（注）当社と会計監査人との監査契約において会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんの
で、当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

(4) 会計監査人の報酬の額に監査役会が同意した理由
　監査役会は、会計監査人の監査計画、従前の事業年度における職務執行の
状況、及び報酬の見積の算定根拠などを確認し、検討した結果、これらにつ
いて適切であると判断したため、会計監査人の報酬額につき会社法第399条
第１項の同意を行っております。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ
ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に
関する議案の内容を決定いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の合意に基づき、会計監査人を

解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招

集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報

告いたします。

６．業務の適正を確保するための体制

(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

① 当社及び子会社の取締役は、法令・定款を遵守し、コンプライアンス体

制の構築を推進する。

② 当社及び子会社の取締役は、使用人に法令・定款の遵守を徹底すべく、

コンプライアンス体制を整備し、その遵守状況を管理・監督する。

③ 監査役及び内部監査室は連携して、コンプライアンス体制の状況や、法

令並びに定款上の問題の有無を調査し、取締役会に報告する。取締役会

は、定期的にコンプライアンス体制を見直し、問題点の把握と改善に努

める。
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④ 当社は、内部通報に関する規程を制定し、当社及び子会社の取締役及び

使用人に法令違反の疑義のある行為等を発見した場合、速やかに通報・

相談する内部通報制度の整備を図る。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等を整備し、

法令及び社内規程に基づき作成・保存する。また、必要に応じて取締

役、監査役、会計監査人等が閲覧可能な状態にて管理する。

② 取締役の職務の執行に係る情報の作成・保存・管理状況については、監

査役の監査を受ける。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社は、当社グループ全体のリスク管理体制の基礎として、リスクマネ

ジメント基本規程を策定し、同規程に従ったリスク管理体制を構築す

る。

また、不測の事態が発生した場合には、代表取締役社長を委員長とする

危機管理委員会を設置し、顧問弁護士等の助言を受けながら迅速な対応

を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整えることと

する。

② 取締役及び使用人は、各部門のリスク管理について担当業務の内容を整

理し、内在するリスクを把握、分析、評価し、適切な対策を検討・実施

すると共に、かかるリスク管理状況を定期的に見直すものとする。

③ 監査役及び内部監査室は各部門のリスク管理状況を監査し、その結果を

取締役会に報告する。取締役会は定期的にリスク管理体制を見直し、問

題点の把握と改善に努める。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

① 企業価値向上を目指し、企業理念を機軸に策定した事業計画に基づい

て、目標達成のために活動し、その進捗状況の管理を行うこととする。

② 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基

礎として、定例取締役会（月１回）のほか、必要に応じて臨時取締役会

を開催する。

③ 激変する経営環境に迅速に対応するため、常勤取締役等で構成する常務

会を毎週１回開催し、経営課題への機動的で効率的な職務執行を行うも

のとする。

④ 当社は、業務分掌規程、職務権限・決裁権限規程等、各種社内規程を整

備し、各役職者の権限及び責任の明確化を図り、適正かつ効率的な職務

の執行が行われる体制を構築する。

⑤ 当社は、子会社においても、内部統制システムの構築及び運用に際して

は、取締役の職務執行の効率性及び迅速性の確保とのバランスを維持す

るよう監督する。
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(5) 当社並びにその子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

① 子会社を含むグループ全体における業務の適正を確保するため、グルー

プ全体のコンプライアンス体制の構築に努める。

② 子会社の取締役を当社より派遣し、一体的な業務運営を図り、重要な情

報を把握すると共に、当社監査役が業務執行を監査する。

③ 子会社は、当社の内部監査室による定期的な内部監査の対象とし、監査

の結果は当社の代表取締役に報告するものとする。

(6) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制と当該使用人の取締役から

の独立性及び当該使用人に対する指示の実効性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人を監査役が求めた場合には配置することと

し、同使用人の異動、評価等については監査役会の同意を得るものとする。

(7) 当社及び子会社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その

他の監査役への報告に関する体制及びその他監査役の監査が実効的に行わ

れることを確保するための体制

① 当社及び子会社の取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れ

のある事実を発見したときは、直ちに当社監査役へ報告する。

② 監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、当社及び子会社の取締役等

からその担当業務の執行状況について報告を受ける。

③ 監査役は稟議書等の業務執行に係る重要な文書を閲覧し、当社及び子会

社の取締役及び使用人に説明を求めることができる。

④ 監査役と代表取締役は、相互の意思疎通を図るため定期的に意見交換会

を開催することとする。

⑤ 監査役は、内部監査室と緊密な連携を図り、意思疎通と効果的な監査業

務の遂行を目指す。

⑥ 監査役は、会計監査人と定期的に会合を持ち、意見交換及び情報交換を

行うと共に、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

(8) 監査役へ報告した者が当該報告を理由として不利な取扱いを受けないこと

を確保するための体制

　当社及び子会社は、監査役へ報告したことを理由として、報告した者に対

し不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底する。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する

事項

　当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払または償還を

請求したときは、速やかにこれに応じる。
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(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、健全な会社経営のため、反社会的勢力に対しては毅然とした態度

で臨み、一切関係を持たないことを基本方針としております。

　当社は、反社会的勢力への対応統括部署を管理部とし、その責任者を管理

部長としております。また、顧問弁護士や警察及び公益社団法人警視庁管内

特殊暴力防止対策連合会等の外部機関と緊密に連携し、組織全体として速や

かに対処できる体制の整備と情報収集を行うと共に、従業員教育の徹底を図

っております。

７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社及び子会社は、業務の適正を確保するための体制の整備を行い、取締役

会等において継続的に経営上のリスクの識別及び分析を実施し、その対応策に

ついて検討しております。それらにより、必要に応じて、社内の諸規程及び業

務の見直しを実施し、内部統制システムの実効性を向上させております。

　また、監査役は、監査役監査の他、社内の重要な会議への出席等を通じて、

業務執行の状況やコンプライアンスに関するリスクを監視できる体制を整備し

ております。さらに、内部監査室も内部監査の定期的な実施により、日々の業

務が法令、定款、社内規程等に違反していないかを検証しております。

－ 15 －
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貸借対照表

貸　借　対　照　表
（2023年２月28日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 前 払 費 用

差 入 保 証 金

そ の 他
　

千円

1,063,293

727,284

241,476

7,544

45,205

34,185

7,896

△300

9,696,229

8,677,375

3,763,806

29,477

14,539

2,020

9,992

4,857,539

602

602

1,018,251

129,782

11,068

640,751

236,648
　

（負　債　の　部） 千円

流 動 負 債 3,485,258

買 掛 金 86,273

短 期 借 入 金 2,805,000

１年内返済長期借入金 147,250

未 払 金 250,439

未 払 法 人 税 等 45,775

未 払 消 費 税 等 77,723

契 約 負 債 37,295

預 り 金 27,100

賞 与 引 当 金 8,400

固 定 負 債 952,909

長 期 借 入 金 287,500

長 期 未 払 金 67,544

繰 延 税 金 負 債 16,777

再評価に係る繰延税金負債 91,618

退 職 給 付 引 当 金 466,162

長 期 預 り 保 証 金 23,305

負 債 合 計 4,438,167

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 7,788,393

資 本 金 2,572,092

資 本 剰 余 金 6,561,688

資 本 準 備 金 2,561,688

その他資本剰余金 4,000,000

利 益 剰 余 金 △1,335,238

その他利益剰余金 △1,335,238

繰 越 利 益 剰 余 金 △1,335,238

自 己 株 式 △10,148

評価・換算差額等 △1,467,037

その他有価証券評価差額金 38,051

土地再評価差額金 △1,505,089

純 資 産 合 計 6,321,355

資 産 合 計 10,759,522 負 債 ・ 純 資 産 合 計 10,759,522

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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損益計算書

損　益　計　算　書

(自　2022年３月１日)至　2023年２月28日

科 目 金 額

千円

売 上 高 3,704,523

売 上 原 価 1,770,122

売 上 総 利 益 1,934,401

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,541,247

営 業 損 失 606,846

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,020

助 成 金 収 入 178,161

そ の 他 3,360 186,543

営 業 外 費 用

支 払 利 息 24,224

そ の 他 23,024 47,249

経 常 損 失 467,552

特 別 利 益

助 成 金 収 入 10,772 10,772

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 47

減 損 損 失 8,987

店 舗 閉 鎖 損 失 291,029

臨 時 休 業 等 に よ る 損 失 56,309 356,373

税 引 前 当 期 純 損 失 813,153

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 15,244

当 期 純 損 失 828,398

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の会計監査報告

株　式　会　社 東 天 紅

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 岩 出 博 男
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 柴 田 叙 男

独立監査人の監査報告書
2 0 2 3  年 ４ 月 1 4  日

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
東京事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社東天紅の2022年３
月１日から2023年２月28日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記
載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内
容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。

会計監査人の会計監査報告

－ 18 －



2023/04/26 8:44:19 / 22944670_株式会社東天紅_招集通知_電子提供措置用

会計監査人の会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年３月１日から2023年２月28日までの第67期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人
等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書
類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、
必要に応じて説明を求めました。なお、監査上の主要な検討事項については、会計監査人
と協議を行うとともに、その監査の実施状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算
書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤監査役 浅 沼 俊 之 ㊞

社外監査役 渡 邉 宣 昭 ㊞

社外監査役 德尾野　信　成 ㊞

2 0 2 3  年 ４ 月 1 4  日

株 式 会 社 　 東 天 紅 　 監 査 役 会

　

監査役会の監査報告

以　上
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資本金の額の減少議案

株主総会参考書類

第１号議案　資本金の額の減少の件

(1) 資本金の額の減少の目的

　今後の資本政策の柔軟性・機動性の確保と、適正な税制の適用を通じて、

財務内容の健全性を維持することを目的として、会社法第447条第１項の規

定に基づき、資本金の額の減少を行うものであります。

(2) 資本金の額の減少の内容

①　減少する資本金の額

資本金2,572,092,120円のうち、2,522,092,120円を減少し、その減少額

全額をその他資本剰余金に振り替え、減少後の資本金の額を50,000,000

円といたします。

②　資本金の額の減少が効力を生ずる日

2023年５月26日（金曜日）を予定しております。

－ 21 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ    り    が    な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

１
こ

小
 

　
いずみ

泉
 

　
かず

和
 

　
ひさ

久
（1950年９月10日）

1977年３月 当社代表取締役社長

1977年５月 当社取締役会長

2001年８月 当社代表取締役会長兼社長

2004年６月 当社代表取締役社長就任

（現在に至る）
30,459株

（重要な兼職の状況）

小泉グループ株式会社、株式会社アブアブ赤札堂、

株式会社ジーエムシー、九州アフリカ・ライオン・

サファリ株式会社、塩沢リネンサプライ株式会社代

表取締役社長

２
ふじ

藤
 

　
い

井
 

　
しゅう

修
 

　
ぞう

造
（1957年６月４日）

1980年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

銀行）入行

2002年４月 同行成城支店長

2009年４月 同行執行役員難波支店長

2011年６月 みずほインベスターズ証券株式会社取

締役副社長

2013年１月 みずほ証券株式会社常務取締役兼常務

執行役員

2013年４月 株式会社みずほフィナンシャルグルー

プ常務執行役員

2015年６月 シャープ株式会社常勤監査役

2018年５月 みずほ不動産調査サービス株式会社代

表取締役社長

2019年５月 当社専務取締役就任

（現在に至る）

800株

３
さ

佐
 

　
とう

藤
 

　
 

　
 

　
のぼる

昇
（1962年11月18日）

1986年３月 当社入社

2012年５月 当社管理本部経理部長

2016年12月 当社管理部長

2017年６月 当社執行役員管理部長

2019年５月 当社取締役管理部長就任

（現在に至る）

1,300株

第２号議案　取締役４名選任の件

　取締役６名のうち４名は、本総会終結のときをもって任期満了となりますの

で、社外取締役１名を含む取締役４名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 22 －
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取締役選任議案

候補者
番　号

ふ    り    が    な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

４
いし

石
 

　
はら

原
 

　
 

　
 

　
とおる

徹
（1946年４月４日）

1969年４月 株式会社富士銀行（現株式会社みずほ

銀行）入行

1995年５月 同行シンガポール支店長

1998年６月 同行取締役シンガポール支店長兼本店

審議役

1999年６月 大東証券株式会社常務取締役

2000年６月 同社専務取締役

2001年５月 小泉グループ株式会社常務取締役

2011年５月 当社取締役

2012年５月 小泉グループ株式会社取締役相談役

2015年５月 当社社外取締役就任（現在に至る）

2016年５月 小泉グループ株式会社相談役

（現在に至る）

1,700株

（注）１. 取締役候補者小泉和久氏は、
① 小泉グループ株式会社の代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間に土地賃貸等

の取引関係があります。また、同社は当社の主要株主であります。
② 株式会社アブアブ赤札堂の代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間に建物賃借

の取引関係があります。
③ 株式会社ジーエムシーの代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間に清掃業務の

取引関係があります。
④ 塩沢リネンサプライ株式会社の代表取締役社長を兼務し、当社は同社との間にリネ

ンサプライ業務の取引関係があります。
２. 取締役候補者石原徹氏は、
① 社外取締役候補者であります。
② 長年にわたる企業経営の実績と金融や財務についての深い見識をお持ちであること

から、取締役の職務の執行に対する監督、助言等をいただくことを期待したため、
社外取締役として選任をお願いするものです。

③ 小泉グループ株式会社の相談役を兼務し、当社は同社との間に土地賃貸等の取引関
係があります。また、同社は当社の主要株主でありますが、当社の社外取締役とし
ての職務遂行に影響を与えるものではございません。

④ 現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終
結のときをもって８年となります。

⑤ 当社との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、責任限定契約を締結しており
ます。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額としており、
同氏の再選が承認された場合には、同氏との当該契約を継続する予定であります。

⑥ 当社の借入先である株式会社みずほ銀行の出身ですが、同氏が同行を退職されてか
らすでに10年以上が経過しております。そのため、独立性に問題はないと判断し、
東京証券取引所が定める独立役員として届け出ております。

３. その他の候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
４. 当社は、当社の取締役を被保険者とする会社法第430条の３第１項の規定に基づく役

員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負う
こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につ
いて填補されることとされています。
ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填
補されない等の免責事由があります。
なお、各候補者が取締役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。

－ 23 －
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補欠監査役選任議案

ふ    り    が    な

氏　　　　名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当社株式の数

さわ

澤
 

　
ぐち

口
 

　
ゆう

祐
 

　
じ

治
（1945年10月１日）

1968年４月 玉川機械金属株式会社（1986年８月三菱伸銅

株式会社に社名変更、2020年４月三菱マテリ

アル株式会社に吸収合併）入社

1995年４月 同社経理部長

2002年６月 同社取締役経営企画部長

2007年６月 同社常務取締役

2008年６月 同社常勤監査役

2010年６月 同社顧問

2011年６月 同社退任

0株

第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　監査役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１

名の選任をお願いするものであります。

　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締

役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただきま

す。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

２. 澤口祐治氏は、補欠の社外監査役候補者であります。同氏は、経営者として、また主

に経理部門における豊富な経験と実績により、高い見識と能力を有しており、監査役

に就任された場合に、監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断

し、補欠監査役として選任をお願いするものです。

３. 澤口祐治氏が社外監査役に就任された場合、当社は同氏との間で、会社法第427条第

１項の規定に基づき、責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損

害賠償責任の限度額は、法令が規定する額といたします。

４. 澤口祐治氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、同氏

が社外監査役に就任された場合には、独立役員として届け出る予定であります。

５. 当社は、当社の監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項の規定に基づく役

員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者がその職務の執行に関し責任を負う

こと又は当該責任の追求に係る請求を受けることによって生ずることのある損害につ

いて填補されることとされています。ただし、法令違反の行為であることを認識して

行った行為に起因して生じた損害は填補されない等の免責事由があります。なお、候

補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。

以　上

－ 24 －
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地図

Ｊ Ｒ 上野駅しのばず口 徒歩13分
御徒町駅北口 徒歩13分

私 鉄 京成線・京成上野駅 徒歩10分
地 下 鉄 千代田線・湯島駅１番出口 徒歩３分

銀座線・上野広小路駅Ａ３番出口 徒歩10分
大江戸線・上野御徒町駅Ａ３番出口 徒歩10分

お 願 い：当日は会場周辺道路及び駐車場の混雑が予想されますのでお車でのご来
場はご遠慮願います。

株主総会会場ご案内

東京都台東区池之端１丁目４番１号

東天紅上野店　３階　鳳凰の間

電話　03（3828）5111㈹

至
根
津

京
成
上
野
駅

交
番

日
比
谷
線

仲
御
徒
町
駅

至
東
京

至
秋
葉
原

至
昌
平
橋

JR
上
野
駅

JR
御
徒
町
駅

不忍池

千代田線湯島駅

銀 座 線 上野広小路駅
ABAB
アブアブ

大江戸線 上野御徒町駅

至春日

天神下交差点

池之端一丁目交差点

上野広小路交差点

弁天堂

上野動物園

東天紅
上野店

上野四丁目交差点

不
忍
通
り

中
央
通
り

昭
和
通
り

春日通り


